
電気バス普及促進事業費補助金実施要領 

 

第１ 趣旨 

この実施要領は、電気バス普及促進事業費補助金の事業を円滑に実施するため、山梨県

補助金等交付規則（昭和３８年山梨県規則第２５号。以下「規則」という。）及び電気バス

普及促進事業費補助金交付要綱（以下「交付要綱」という。）を補完し、必要な事項を定め

るものとする。 

 

第２ 事業成果 

 １ 内容 

   交付要綱第６条第５号に規定する本事業により導入される電気バスの事業成果は、電

気バス普及促進事業費補助金運行結果報告書（別記様式）に導入後１箇月間の運行回数、

輸送人員、運行距離、燃料費の削減額、二酸化炭素（ＣＯ２）排出削減量、包括的な所

感を記載するものとする。 

 ２ 提出期限 

   事業成果は、知事が別途指定する日までに提出するものとする。 

 

第３ 補助対象経費 

  環境省「脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金（商用車の電動化促進事業（バス））」

（以下「国補助金」という。））と併用で申請を行う場合、交付要綱第３条に規定する補助

対象経費については、国補助金の交付額を含めることとする。 

 

 

 

 附 則 

１ この要領は、令和６年３月２６日から施行する。 

２ この要領は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

 

 附 則 

この要綱は、令和７年３月１７日から施行する。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年１０月１日から施行する。 

 


